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「木更津市犯罪被害者等支援条例」解説 

 

（目的） 

第１条 この条例は、犯罪被害者等基本法（平成１６年法律第１６１号）の趣旨にのっとり、市

における犯罪被害者等の支援に関し、基本理念を定め、市及び市民等の責務を明らかにすると

ともに、犯罪被害者等を支援するための施策の基本となる事項を定めることにより、犯罪被害

者等が必要とする施策を総合的に推進し、犯罪被害者等が受けた被害の回復及び軽減を図り、

もって誰もが安心して暮らすことのできる地域社会の実現に寄与することを目的とする。 

 

【解説】 

○誰もがある日突然、犯罪に巻き込まれ、平穏な暮らしを奪われる可能性があります。 

犯罪に巻き込まれた被害者や遺族は、犯罪による直接的な被害にとどまらず、周囲の無理解や

配慮に欠ける言動等による副次的な被害に苦しめられることも少なくありません。 

こうした状況を踏まえ、本市においても、犯罪被害者等が受けた被害の回復及び軽減を図り、

もって市民が安全で安心して暮らすことのできる地域社会の実現をめざすことを目的として、本

条例を制定しています。 
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（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

 ⑴ 犯罪行為 犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被害者等の支援に関する法律（昭和５

５年法律第３６号。以下「犯給法」という。）第２条第１項に規定する犯罪行為をいう。 

 ⑵ 犯罪等 犯罪行為及びこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす行為をいう。 

 ⑶ 犯罪被害者等 犯罪等により害を被った者及びその家族又は遺族をいう。 

 ⑷ 関係機関等 国、千葉県その他の地方公共団体及び犯罪被害者等早期援助団体（犯給法第

２３条第１項に規定する犯罪被害者等早期援助団体をいう。以下同じ。）その他の犯罪被害

者等の支援に関係するものをいう。 

⑸ 市民 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）に基づき本市の住民基本台帳に記録さ

れている者及びやむを得ず住民基本台帳に記録されずに市内に居住している者をいう。 

⑹ 市民等 市民又は市内に通勤し、若しくは通学する者並びに市内に事務所又は事業所を有

する個人及び法人その他の団体をいう。 

 

【解説】 

○この条例の用語のうち、認識を共通にしておきたい用語の意味を明らかにしています。 

○第１号「犯罪行為」については、第９条に規定する見舞金の支給の原因となる犯罪行為につい

て、明確に定める必要があることから、犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被害者等の支援

に関する法律（昭和５５年法律第３６号。以下「犯給法」という。）の規定のとおり定めるもの

です。 

「犯罪行為」は、国内で発生した殺人及び傷害の罪、いわゆる身体犯を指し、正当行為、正当

防衛、過失行為を除きます。財産犯である「窃盗犯」や「詐欺犯」 は当条例の対象者に含まれ

ません。 

「ひき逃げ事故」など交通事故の場合は、当該事故の発生時では「過失」と解釈されるので当

条例の対象とはなりません。ただし、自動車の運転により人を死傷させる行為等の処罰に関する

法律（平成２５年法律第８６号）第２条及び第３条に規定する危険運転致死傷罪を含むものとし
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ます。 

 

関係法令 

犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被害者等の支援に関する法律（抜粋） 

（定義） 

第二条 この法律において「犯罪行為」とは、日本国内又は日本国外にある日本船舶若しくは日

本航空機内において行われた人の生命又は身体を害する罪に当たる行為（刑法（明治四十年法

律第四十五号）第三十七条第一項本文、第三十九条第一項又は第四十一条の規定により罰せら

れない行為を含むものとし、同法第三十五条又は第三十六条第一項の規定により罰せられない

行為及び過失による行為を除く。）をいう。 

 

○第２号「犯罪等」について、第９条「見舞金の支給」及び第１０条「転居費用の助成」は、対

象を第１号「犯罪行為」に限定しておりますが、第３条「基本理念」から第８条「犯罪被害者等

早期援助団体等への支援」までは、幅広く支援を行うため、その範囲を広く捉えて規定していま

す。 

「これに準ずる心身に有害な影響を及ぼす行為」とは、犯罪行為ではないが、それに類似する

行為であって、行為の相手方の心身に有害な影響を及ぼす性質を有するものを指します。 

（具体例としては、以下の行為が挙げられます。） 

(１) ストーカー行為等の規制等に関する法律（平成１２年法律第８１号）に規定されている

「つきまとい等」で、反復しない程度のものであっても、身体の安全、住居等の平穏若しくは名

誉が害され、又は行動の自由が著しく害される不安を覚えさせる行為をいいます。 

(２) 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（平成１３年法律第３１号）に

規定されている「身体に対する暴力に準ずる心身に有害な影響を及ぼす言動」をいいます。 

(３) 児童虐待の防止等に関する法律（平成１２年法律第８２号）に規定されている「児童の心

身の正常な発達を妨げるような著しい減食」等の子どもの健康・安全への配慮を怠ることをいい

ます。 

○第３号「犯罪被害者等」について、第３条「基本理念」から第８条「犯罪被害者等早期援助団

体等への支援」までの支援の対象となる者を規定しています。 
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○第４号「関係機関等」について、市と連携し、犯罪被害者等の支援にあたる機関を定義してお

ります。具体的には、国、千葉県、警察、他の地方公共団体、犯罪被害者等早期援助団体（千葉

犯罪被害者支援センター等）等の民間支援団体、その他の犯罪被害者等の支援に関係するものを

いいます。 

○第５号「市民」については、本市の住民基本台帳に記録されている者のほか、被災により本市

に避難しているもの、ストーカー行為、ＤＶ及び児童虐待等から逃れるためにやむを得ず自主的

に避難し現に市内に居住している方を含むものとします。 

○第６号「市民等」については、市民に加え、市内に通勤・通学する者及び市内に事務所等を有

する者や団体も指し、第５条「市民等の責務」及び第７条「市民等の理解の促進」の対象者の範

囲を規定しています。 

 

 

（基本理念） 

第３条 犯罪被害者等の支援は、犯罪被害者等が平穏な生活を取り戻すまでの間、犯罪被害者等

が受けた被害の状況、生活への影響その他の事情に応じ、適切に途切れることなく行われるも

のとする。 

２ 犯罪被害者等の支援は、犯罪被害者等の名誉又は生活の平穏を害することなく、かつ、犯罪

被害者等に関する個人情報の適正な取扱いの確保に最大限配慮して行われるものとする。 

 

 

【解説】 

○市民が安全で安心して暮らすことのできる地域社会の実現のため、前提となる考えを基本理念

として定めています。 

○犯罪被害者等は、時間の経過や生活環境その他の様々な事情によって、心身の状況が変化する

ことが考えられるため、犯罪被害者等が平穏な生活を取り戻すまでの間、継続的な支援が行われ

ることを明らかにしたものです。 

○犯罪被害者等は、加害者からの直接の被害だけでなく、周囲の言動等によって更に傷付けられ

てしまうことがあるため、支援をするときは、このような副次的な被害が生じないよう最大限配
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慮することを規定しております。 

また、支援する際は、犯罪被害者等の個人情報を取り扱うことから、個人情報の漏洩等による

副次的な被害を防ぐため、犯罪被害者等に関する個人情報の適正な取扱いの確保についても最大

限配慮して行われるものと規定しております。 

 

 

（市の責務） 

第４条 市は、前条の基本理念にのっとり、犯罪被害者等を支援するための施策を推進し、及び

実施するものとする。 

２ 市は、前項の施策が円滑に実施されるよう、関係機関等と連携を図るものとする。 

 

 

【解説】 

○法第５条では、「地方公共団体の責務」について、「地方公共団体は、基本理念にのっとり、

犯罪被害者等の支援等に関し、国との適切な役割分担を踏まえて、その地方公共団体の地域の状

況に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。」と定められていることから、その趣旨

を踏まえ、市の責務を規定したものです。 

○犯罪被害者等が必要とする支援は多岐にわたり、市だけでは対応できないことも想定されま

す。犯罪被害者等の被害の早期回復に向けた施策を実施するためには、国、千葉県その他の地方

公共団体、民間支援団体などの関係機関等と連携、協力することが重要であるため、連携及び協

力の義務を規定しました。 
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（市民等の責務） 

第５条 市民等は、犯罪被害者等の名誉又は生活の平穏を害することのないよう十分に配慮する 

 とともに、市及び関係機関等が行う犯罪被害者等の支援に関する施策に協力するよう努めなけ

ればならない。 

 

【解説】 

○法第６条では、「国民は、犯罪被害者等の名誉又は生活の平穏を害することのないよう十分配

慮するとともに、国及び地方公共団体が実施する犯罪被害者等のための施策に協力するよう努め

なければならない。」と規定していることから、その趣旨を踏まえ、市民等の責務を明らかにし

たものです。 

○犯罪被害者等が平穏な生活を取り戻すためには、地域の人々の理解と配慮が不可欠であり、犯

罪被害者等は地域社会において配慮され、支えられてこそ、平穏な生活を送ることができるため、

名誉又は生活の平穏を害することのないよう配慮することを規定しています。 

○また、市や警察等の関係機関等が犯罪被害者等を支援する上では、地域の人々の協力が必要不

可欠であるため、市及び関係機関等が行う犯罪被害者等の支援に協力する努力規定を設けました。 

○なお、「市民等」の中には法人その他の団体も含まれているため、法人等についても本条の責

務の対象となります。 

さらに、職場や事業活動の中で、犯罪被害者等と接する場合や従業員等が犯罪被害者等となる

場合があることから、事業者は犯罪被害者等が置かれている状況を理解し、被害の回復及び軽減

の妨げにならないように配慮し、市及び関係機関等が実施する支援に関する施策に協力すること

も、本条の責務として想定しています。 
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（相談及び情報の提供等） 

第６条 市は、犯罪被害者等が直面している各般の問題について相談に応じ、必要な情報の提供

及び助言を行うとともに、関係機関等との連絡調整を行うものとする。 

 

【解説】 

○市は、住民にとって最も身近な自治体であり、かつ各種保健医療・福祉制度の実施主体である

ことから、まずは、一次的な相談窓口として、犯罪被害者等からの相談や問い合わせに対し、庁

内の各種支援制度の案内や申請補助など適切な支援を行い、関係機関・団体に関する情報提供や

橋渡しなどを行います。  

 

 

（市民等の理解の推進） 

第７条 市は、犯罪被害者等が地域社会で孤立することがないように、犯罪被害者等の置かれて

いる状況、抱えている問題等について市民等の理解を深めるため、広報及び啓発を行うものと

する。 

 

【解説】 

○第５条「市民等の責務」を果たすためには、犯罪被害者等が受けた心身への重大な影響につい

て市民等の一人ひとりが理解を深める必要があるため、啓発活動等を行い、犯罪被害者等が置か

れている状況及び問題について、市民等の理解を深めてもらうよう取り組みを行うことを規定し

ています。 
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（犯罪被害者等早期援助団体等への支援） 

第８条 市は、犯罪被害者等早期援助団体その他の犯罪被害者等の支援に関係するものに対して、 

その果たす役割の重要性に鑑み、更なる活動の促進を図るため、情報提供その他の必要な支援を

行うものとする。 

 

【解説】 

○法第２２条において、「国及び地方公共団体は、犯罪被害者等に対して行われる各般の支援に

おいて犯罪被害者等の援助を行う民間の団体が果たす役割の重要性にかんがみ、その活動の促進

を図るため、財政上及び税制上の措置、情報の提供等必要な施策を講ずるものとする。」と定め

られていることを踏まえた規定です。 

○民間支援団体は、行政では行き届かない支援を実施できる利点を有しており、特に犯罪被害者

等早期援助団体は、犯罪被害者等に対するきめ細かで途切れのない支援を推進する上で、重要な

役割を果たしています。 

犯罪被害者等からの相談を受けた際に、千葉犯罪被害者支援センター等の犯罪被害者支援団体

による支援を希望とした場合に、必要な支援を受けられるよう、犯罪被害者等が同意した範囲内

で情報提供等を実施することを規定しています。 

 

 

（見舞金の支給） 

第９条 市は、犯罪行為により死亡し、若しくは傷害（医師の診断により全治１月以上の加療を

要するものに限る。）を受けた者又はその遺族（これらの者のうち、当該犯罪行為が行われた

時に市民であった者に限る。）に対し、規則に定めるところにより、見舞金の支給を行うもの

とする。 

 

【解説】 

○犯罪被害者等への経済的支援としては、国の「犯罪被害給付制度」があります。 

犯罪被害給付制度は、故意の犯罪行為により被害を受けた犯罪被害者やその遺族に対し、社会
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の連帯共助の精神に基づき、国が犯罪被害者等給付金を支給し、その精神的・経済的打撃の緩和

を図ろうとするものですが、支給には様々な要件があり、支給までに時間を要します。そこで、

本市では、早期の段階で、経済面での支援を図った見舞金の支給をするものとします。 

○犯罪被害者等の中でも、被害者が市民で、かつ傷害を受けた場合は、傷害見舞金が支給されま

す。また、不運にも亡くなられた場合には、遺族が市民の場合、遺族に対して遺族見舞金が支給

されます（遺族見舞金の場合、犯罪被害者は市民である必要はありません）。 

 ※遺族見舞金における市民・市外住民の別による支給の対象については、以下のとおりです。 

【参考】遺族見舞金における市民・市外住民の別による見舞金支給の対象について 

被害者 被害者遺族 遺族見舞金の支給 

市民 市民 対象 

市外住民 市民 対象 

市民 市外住民 対象外 

 

○見舞金の支給については、その種類や額、支給の申請方法等は規則で定めますが、内容は以下

のとおりです。 

【参考】見舞金の支給の内容 

種類 金額 対象者 

遺族見舞金 ３０万円 犯罪行為により死亡した者の遺族 

傷害見舞金 
１０万円 犯罪行為により全治３月以上の傷害を負った犯罪被害者 

 ５万円 犯罪行為により全治１月以上３月未満の傷害を負った犯罪被害者 

 ※被害者及び遺族ともに、犯罪発生時に市民である必要があります。 

 

○また、令和６年における市内の身体犯の犯罪発生状況は、以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

（参考）令和６年の本市における身体犯の発生件数 

 ・殺人罪   ０件 

 ・傷害罪  ３４件（※全治１か月以上の傷害の件数は、１件） 
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（転居費用の助成） 

第１０条 市は、前条の見舞金の支給を受けることができる者で、犯罪行為による被害により従

前の住居に居住することが困難となったと市長が認めるものに対し、規則に定めるところによ

り、転居又は転出に要した費用の助成を行うものとする。 

 

【解説】 

○見舞金の支給を受けることができる者が、当該被害により、居住できない状況下となったため

転居した場合、初回に限り転居費用の助成を行うことを規定したものです。 

○転居費用の助成については、その額及び支給の申請方法等は規則で定めますが、内容は以下の

とおりです。 

 

【参考】転居費用の助成の内容 

金額 対象者 

５万円 

（上限） 

見舞金の支給を受けることができる者で、犯罪行為による被害により従前

の住居に居住することが困難となった者 
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（支援の制限） 

第１１条 市は、犯罪被害者等が犯罪等を誘発したときその他の犯罪被害者等の支援を行うこと

が社会通念上適切でないと認められるときは、この条例に基づく犯罪被害者等の支援を行わな

いことができる。 

 

【解説】 

○本条は、対象者に支援を行うことが、社会通念上適切でないと認められるときは、市は支援を

行わないことができることを規定しています。 

○犯罪被害者等が犯罪等を誘発した場合とは、犯罪被害者等によって、加害者に対して、当該犯

罪を教唆し、又は、ほう助が行われた場合等を想定しています。 

 

関係法令 

犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被害者等の支援に関する法律（抜粋） 

（犯罪被害者等給付金を支給しないことができる場合） 

第六条 次に掲げる場合には、国家公安委員会規則で定めるところにより、犯罪被害者等給付金

の全部又は一部を支給しないことができる。 

一 犯罪被害者と加害者との間に親族関係（事実上の婚姻関係を含む。）があるとき。 

二 犯罪被害者が犯罪行為を誘発したとき、その他当該犯罪被害につき、犯罪被害者にも、そ

の責めに帰すべき行為があつたとき。 

三 前二号に掲げる場合のほか、犯罪被害者又はその遺族と加害者との関係その他の事情から

判断して、犯罪被害者等給付金を支給し、又は第九条の規定による額を支給することが社会通

念上適切でないと認められるとき。 
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（委任） 

第１２条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

 

【解説】 

○この条例に定めている事項のほか、条例の施行に必要な事項については、規則等により、市長

が別に定めることを規定しています。 

 

 

   附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 

【解説】 

○本条例の施行日について、令和７年４月１日と定めるものです。 

 

 

 

 

 

 


